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さきがけ｢フィールドにおける植物の生命現象の制御に向けた次世代基盤技術の創出｣ 

研究領域事後評価報告書 

 

総合所見 

 

本研究領域では、気候変動等の環境変化に適応する農作物の育種開発や栽培技術の高度

化のために、植物科学のみならず情報科学、工学などの多様な分野の個人研究者の参画によ

り、フィールドにおける環境変化に適応し、安定的に生育する植物を分子レベルから設計す

るための次世代基盤技術の創出に関する研究を推進するという挑戦的な内容であった。実

験室からフィールドへというコンセプトを掲げ、①植物の環境応答機構の定量解析に関す

る研究、②環境応答機構に関する数理モデル構築やバイオマーカーの開発に関する研究、③

遺伝子改変と遺伝子導入の新たな技術に関する研究という３つの研究の柱を立てて研究領

域を運営した。 

研究課題の採択にあたっては、単一遺伝子の個別の応答機構の解析に留まらない提案を

重視し、分野横断的な視点から多因子・QTL（量的形質遺伝子座）による複雑なフィールド

環境応答をターゲットとするなど、挑戦的な課題が採択された。研究成果に関しては、当初

の目標通りに論文発表まで至らなかった課題もごく一部あったが、大半は、これまで予想も

されていなかった新規の制御機構の解明、定量解析、数理モデル構築、バイオマーカー開発、

さらには遺伝子改変と遺伝子導入の新たな技術開発において、インパクトのある研究論文

が多数発表されており、国際学会等における招待講演数も多く、限られた予算と期間にもか

かわらず、領域全体として優れた成果が得られたと高く評価できる。 

異なる研究背景をもつ若手研究者の交流を領域内で促進することでシナジー効果が生ま

れ、効果的な共同研究へと発展した点は高く評価できる。これは、参画した研究者の努力に

加えて、研究総括と幅広い分野をカバーする人材で構成された領域アドバイザーによる研

究者の選択とマネジメントがよく考えられたものであったからであると評価できる。さら

に、同じ戦略目標の下で発足した他の研究領域（CREST「植物頑健性」、さきがけ「情報協働

栽培」）と共同して開催された研究会に加えて、世界各国から同分野の将来的なリーダーと

なる若手研究者を招聘して開催された国際ワークショップなどにより、互いに刺激し合い

研究の独自性や共通の課題の洗い出しが可能な優れた環境が築かれた。本研究領域におけ

る研究活動を通して、研究期間終了後も継続して、領域内外の研究者らと連携できるネット

ワークが形成されたことも意義深い点である。 

本研究領域の研究者は論文や国際招待講演での発表のみならず、多くが国内の主要学会

等で受賞した。また、領域全体の 3 分の 2 以上の研究者がキャリアアップに成功するとと

もに、本研究での成果がその後の外部資金への獲得にもつながっている。 

本研究領域の研究者自身がベンチャー企業を創設した事例も出ている。また、農作物の品

種改良に直結する新技術の基盤となる成果も複数得られており、中には企業との共同研究
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に展開している例もあり、応用的価値を創出するという観点からも高く評価できる。 

本研究領域は、変革期にある植物科学の新たな潮流を生み出すと同時に、日本の植物科学

の将来を担う挑戦的で独創性の高い若手研究者の成長に大きく貢献したと評価する。 

以上を総括し、本研究領域は総合的に特に優れていると判断できる。 

 

1. 研究領域としての成果について 

 

(1) 研究領域としての研究マネジメントの状況 

 フィールドにおける環境変化に適応し、安定的に生育する植物を分子レベルから設計す

るという目標に向け、3期にわたり、①植物の環境応答機構の定量解析に関する研究、②環

境応答機構に関する数理モデル構築やバイオマーカーの開発に関する研究、③遺伝子改変

と遺伝子導入の新たな技術に関する研究がバランスよく採択された。また、研究者の所属機

関も、大学、研究所、地域などが考慮されており、理学系の研究者と農学系の研究者のバラ

ンスも配慮されていたと評価できる。 

領域運営では、植物科学と情報科学などの異分野同士がより高いレベルで協働すること

が求められたため、募集時の試みとして、通常の提案(個人研究者としての提案)に加え、さ

きがけ提案者同士の連携提案を可能としたが、結果的には工学や情報科学分野のバックグ

ラウンドを有する研究者との連携提案は少なく、植物科学分野の研究者が新たな分野に挑

戦するという形が多かった。領域内共同研究や同じ戦略目標の下で発足した他の研究領域

（CREST「植物頑健性」、さきがけ「情報協働栽培」）との研究交流等を通じて、研究開始後

に新たな分野に挑戦しようとする姿勢が各研究者に育った点は高く評価できる。 

領域アドバイザーについては、植物生理学、分子遺伝学、ゲノム学、情報科学、生態学、

植物病理学、生物間相互作用、遺伝子工学、育種学、作物学という多様な分野の研究者に加

えて、育種関連の民間企業の研究者が参加しており適切な構成であった。若手研究者による

未発表の研究成果について、知財化が可能であるかどうかの知財戦略については、研究者の

所属機関におけるサポート体制に加えて、さらなる JST のサポート体制の活用が求められ

る。 

本研究領域では、研究者の自主性と研究者間の相互啓発による成長を領域運営の基本方

針としつつ、研究総括が各研究者の進捗状況を適切に把握してアドバイスを与えられるよ

う、領域アドバイザーが配置されており、さらに、サイトビジットや領域会議を通して、研

究進捗の把握と評価・指導をよりきめ細かく行える体制が整えられていた。特に、研究の進

捗が遅れている課題への適切で十分な助言がなされるよう工夫されていた。また、研究者の

状況に合わせて、研究者自身だけで対処できない課題（スタートアップ環境整備、所属機関

での研究環境、ライフイベント等）にも、研究領域運営側から適切なサポートがあった。こ

れらは難易度が高い新たな研究課題に挑戦する若手研究者にとって心強いサポートであっ

たと評価できる。 
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同じ戦略目標の下で発足した他の研究領域（CREST「植物頑健性」、さきがけ「情報協働栽

培」）とも協力し合い、共同して研究会を開催するなど、お互いに切磋琢磨する環境が築か

れた点や、世界各国から同分野の将来的なリーダーと見込まれる若手研究者を招聘した国

際ワークショップを開催する機会を与えた点も評価できる。 

参加研究者 32名中 25名が昇進し、文部科学大臣・若手科学賞（8名）や日本農学進歩賞

など国内の主要学会で受賞した研究者を輩出している。また、多くの研究者が、科学研究費

補助金（基盤研究、若手研究、新学術領域研究、学術変革領域研究等）、内閣府戦略的イノ

ベーション創造プログラム（SIP）第 2期、Human Frontier Science Programなどの外部資

金を獲得しており、本研究領域のマネジメントにより若手研究者が育成された点は高く評

価できる。 

 以上により、本研究領域の研究マネジメントは特に優れていたと評価できる。 

 

(2) 研究領域としての戦略目標の達成状況 

本研究領域は、戦略目標「気候変動時代の食料安定確保を実現する環境適応型植物設計

システムの構築」の実現に向け、気候変動等の環境変化に適応する農作物の育種開発や栽

培技術の高度化のために、植物科学のみならず情報科学、工学などの多様な分野の個人研

究者の参画により、フィールドにおける環境変化に適応し、安定的に生育する植物を分子

レベルから設計するための次世代基盤技術の創出に関する研究を推進するという取組みで

あった。単なる単一遺伝子の応答機構の解析を超えた、多因子および QTLによる複雑なフ

ィールド環境応答をターゲットとするなど、個人研究として行われる「さきがけ」研究と

しては、かなり難易度の高い挑戦的な目標であった。フィールドレベルでのより精緻なデ

ータ取得や検証作業等で当初の目標通りに論文発表まで至らなかった課題もごく一部あっ

たものの、大半は、これまで予想もされていなかった新規の制御機構の解明、定量解析、

数理モデル構築、バイオマーカー開発、さらには遺伝子改変と遺伝子導入の新たな技術開

発において、国際的に著名な学術誌への投稿などインパクトのある先駆性の高い欧文原著

論文が 189報発表されており、24件のプレスリリースも実施されている。モデル植物以外

を研究対象とした成果が多数得られた点も驚異的である。今後も更なる論文発表が期待で

きる上に、本研究領域への参画により、新たな挑戦的な課題に取り組み、新たな研究の方

向性を見出すことができた研究者が多くいる点も高く評価できる。 

 具体的な研究成果としては、「①植物の環境応答機構の定量解析に関する研究」では、大

量トランスクリプトームデータを用いた共発現ネットワーク解析からカキの雄性器官と雌

性器官の分化に関わるエピジェネティック制御機構を明らかにした赤木剛士研究者(一期

生）、独自に考案した定量的指標土壌の水分含量に応答したイネ科作物の根の組織形成の可

塑性を見出した山内卓樹研究者(三期生) などが挙げられる。「②環境応答機構に関する数

理モデル構築やバイオマーカーの開発に関する研究」では、日本列島全域の様々な生態系に

おける植物の根から得た膨大なメタゲノムデータから作物の生長促進などのコア共生微生
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物を特定した東樹宏和研究者(二期生)、ABA受容体を強化することによって、節水型乾燥耐

性コムギを創出する可能性を示した岡本昌憲研究者(一期生)、光合成機能の老化関連遺伝

子の制御によって作物の光合成活性を維持しつつ収量増大を図る戦略を拓いた泉正範研究

者（二期生)、変異を導入して構造を変化させた植物ホルモン受容体に結合するリガンドを

設計またはケミカルライブラリーから探索し、低濃度で特定の器官の成長と機能に影響を

与える系を開発した萩原伸也研究者(一期生)、蛍光色素を用いたリガンドと受容体との定

量的な結合活性アッセイ系を開発し、ジャスモン酸受容体に結合する構造類縁体の中から

生長阻害を引き起こすことなく、病原菌感染への抵抗性を示す分子を見出した高岡洋輔研

究者(二期生)、植物寄生性線虫の繁殖様式に着目した独創性の高い研究に取り組んだ新屋

良治研究者(三期生)などが挙げられる。「③遺伝子改変と遺伝子導入の新たな技術に関する

研究」では、これまで極めて困難であった種間交雑による種間受精を妨げる障壁の分子機構

を解明した藤井壮太研究者(二期生)などが挙げられる。 

同じ戦略目標の下で発足した他の研究領域（CREST「植物頑健性」、さきがけ「情報協働栽

培」）と合同で、2021年に超分野植物科学研究会を設立するなど、変革期にある植物科学の

新たな潮流を生み出す体制作りにも取り組んだ点も評価できる。 

特許出願件数は 8 件と領域全体としては多いとは言えないが、将来的に有用な技術の開

発につながる成果を国際誌に論文として報告している。具体的には、花粉に CRISPR/Cas9シ

ステムを導入して精細胞または受精卵を直接ゲノム編集し、組織培養を経ずに個体を得る

画期的な新手法を開発した水多陽子研究者(一期生)や植物と微生物叢全体を超個体として

捉え、オミクス解析等を駆使し、超個体としての生命活動ネットワーク構造の解明に取り組

んだ市橋泰範研究者(一期生)は、農業現場への適用に向けて企業と共同研究が進んでおり、

社会実装への展開が認められる。東樹宏和研究者(二期生)は、生物群集及び生態系の診断に

基づくコンサルティング等の業務に関するベンチャー企業を創設した。国産高級マスクメ

ロンの標準系統である「アールスフェボリット春系 3 号」及び他の遺伝資源 7 系統に既知

情報をあわせた、塩基配列情報と遺伝子情報を含むメロンのデータベース「Melonet-DB」を

開発した矢野亮一研究者(三期生)の研究成果は、企業や育種に携わる研究者にとって貴重

な情報源かつ重要な解析ツールとなっている。本研究領域における社会的・経済的な価値の

創造につながる取組も全般的に従来の植物科学からの格段の進歩の兆しが見られ、高く評

価できる。 

 以上により、本研究領域の戦略目標の達成状況は特に高い水準にあると評価できる。 

 

2. その他(任意) 

 次世代の日本の研究力をアップするために「有望な若手を伸ばす」施策として「さきがけ」

が大きな役割を果たしていることが示されたが、若手女性研究者の課題採択者が 32 名中 5

名の 15.6％であった点は、「男女共同参画社会の実現」に向けた制度上の工夫が必要である

ことを示唆しており、今後の制度設計において推進努力が期待される。また、近年、応用と
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しての成果がすぐに見込める研究が求められる傾向があるが、新分野を開拓できる若手研

究者を育てるという観点を第一に今後も制度の継続を求めたい。 

 


